
令和4年6月20日

　 　代表取締役社長  　安藤　和人

(単位：円）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

（資 産 の 部）

922,988,748 30,329,894

現 金 及 び 預 金 3,740,156 8,981,450

未 収 入 金 52,367,728 3,694,255

短 期 貸 付 金 859,099,047 5,543,900

貯 蔵 品 3,370,310 2,202,930

前 払 費 用 1,495,485 482,709

その他の流動資産 4,091,062 3,400,000

貸 倒 引 当 金 △ 1,175,040 6,024,650

2,304,805,377 547,621,383

1,762,731,277 207,502,960

車 両 188,689,317 2,865,000

建 物 308,316,435 8,942,000

構 築 物 16,560,126 302,193,180

工 具 器 具 備 品 18,224,096 26,118,243

土 地 1,230,941,303

577,951,277

101,173,468

電 話 加 入 権 2,515,255

ソ フ ト ウ エ ア 8,527,355 2,668,105,653

諸 施 設 利 用 権 90,130,858 90,000,000

3,483,822

440,900,632 3,483,822

投 資 有 価 証 券 279,200,637 2,574,621,831

関 係 会 社 株 式 400 35,000,000

長 期 貸 付 金 6,900,000 2,539,621,831

差 入 保 証 金 6,590,000 繰越利益剰余金 2,539,621,831

繰 延 税 金 資 産 144,386,475

そ の 他 4,323,120 △ 18,262,805

貸 倒 引 当 金 △ 500,000 △ 18,262,805

2,649,842,848

資 産 合 計 3,227,794,125 3,227,794,125

有 形 固 定 資 産

固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

貸　借　対　照　表
（令和４年３月３１日現在）

未 払 金

資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

（負 債 の 部）

流 動 資 産 流 動 負 債

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

前 受 収 益

預 り 金

賞 与 引 当 金

そ の 他 の 流 動 負 債

固 定 負 債

退 職 給 付 引 当 金

預 り 保 証 金

債務保証損失引当金

その他利益剰余金

利 益 剰 余 金

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本

資 本 金
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資 産 除 去 債 務

役員退職慰労引当金

その他有価証券評価差額金

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

負 債 ・ 純 資 産 合 計

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産　計

負　債　計

資 本 剰 余 金



重要な会計方針に係る事項に関する注記

１.資産の評価基準及び評価方法

① 有 価 証 券

移動平均法に基づく原価法

　その他有価証券

　　時価のあるもの 決算期末日の市場価格に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

　　時価のないもの 移動平均法に基づく原価法

② 棚卸資産

　貯蔵品 最終仕入原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）

２.固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産 定率法を採用しております。ただし、車両及び平成10年4月1日以

降に取得した建物（附属設備を除く）、並びに平成28年4月1日以

降に取得した建物附属設備、構築物については定額法を採用して

おります。なお、取得価額が10万円以上20万円未満の少額資産に

つきましては、3年間で均等償却する方法を採用しております。

② 無形固定資産 定額法によっております。なお、自社利用のソフトウエアについ

ては、社内における利用可能期間（5年）に基づいております。

３．引当金の計上基準

① 貸倒引当金 売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額

基準により計上しております。

③ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職金支給規

程に基づく期末自己都合要支給額を計上しております。

④ 役員退職慰労引当金 役員の退職金の支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額

相当額を計上しております。

⑤ 債務保証損失引当金 関係会社への債務保証に係る損失に備えるため、被保証者の財

政状態等を勘案し、損失負担見込額を計上しております。

４．重要な会計方針の変更

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2018年3月30日。以下「収益

認識会計基準」という。）等を当事業年度の期首より適用しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定め

る経過的な取扱いに従っており、収益認識会計基準等が定める新たな会計方針を将来

にわたり適用することとしております。

　なお、当事業年度の当財務諸表に与える影響はありません。

個　別　注　記　表

　子会社株式及び
　関連会社株式



５．消費税等の会計処理方法

税抜方式によっております。

重要な後発事象に関する注記

（完全子会社の吸収合併）

　当社は、令和３年11月26日開催の取締役会において、当社の完全子会社である名鉄

西部交通西部株式会社並びに、名鉄西部交通北部株式会社を吸収合併することを決議

し、令和３年12月10日付で合併契約を締結し、令和４年４月１日に吸収合併をいたし

ました。

１．合併の目的

　合併により、これまでの「細分化」から「一体経営」へとシフトし、より迅速に

経営判断ができる体制を構築することでスピーディーに課題に対処することを目的

に合併することとしました。

２．合併の要旨

（１）合併の日程

　　　取締役会決議 令和３年11月26日

　　　合併契約締結日 令和３年12月26日

　　　臨時株主総会決議 令和４年３月30日

　　　合併効力発生日 令和４年４月１日

当期純損益金額

当期純損失 円230,164,779


